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児童生徒のトイレに対する認識の改善に成功し

た先行研究を整理し、トイレ改修の必要性と可能

性について考察した。  

次に、学校改修の構造やトイレに係る補助制度

を整理し、トイレに関する報告書や取り組みから、

国のトイレ改修に対する認識を考察した。また、

促進・阻害要因の分析枠組みとして、先行研究に

おいて学校施設やトイレの改修の問題点として

挙げられている諸要素を「意識的要因」「経済的

要因」「時期的要因」「外的要因」の四つに分類し、

さらに改修の課題を政策形成フローの中で位置

づけするため、政策形成過程を「第Ⅰ期：政策作

成段階」「第Ⅱ期：政策決定段階」「第Ⅲ期：政策

実施段階」の三段階に分類し、段階ごとに要因分

析を行う枠組みを設定した。  

 

第三章  学校トイレの現状に対する分析  

本章では、先述した分析枠組みを用いて、各自

治体の教育委員会学校施設担当者に対する聞き

取り調査を基に、トイレ改修の促進・阻害要因を

分析した。  

調査対象の選定については、同郡内の 4 町（ A

～ D 町）と中規模都市 E 市を対象とした。A～ D 町

は、財政や人口、地域環境等の類似した条件を有

するが、トイレ改修の進度に差異あることが特徴

である。E 市は、先進的なトイレ改修事例を経験

しているが、全体として改修が遅れている状況が

あり、学校間の改修進度の差異に注目した。  

同郡内 4 町の調査の分析では、第Ⅰ期から第Ⅱ

期にかけて首長の意識において差異がみられ、意

識的要因が主要因として作用していることが明

らかとなった。また、首長の意識も補助率の変化

や国の方針による重点化の影響を受けており、最

終的に意識的要因が主要因として働くが、その背

景に他の要因が作用している実情が示された。第

Ⅲ期では、学校の選定基準において、人口や児童

生徒数の変化という外的要因が作用しているこ

とが指摘された。  

E 市の調査では、保有する学校数が多いことか

ら、学校施設の改修は計画的な管理の元に実施さ

れており、その結果、第Ⅰ期においてトイレ改修

の促進・阻害要因としては他の改修との兼ね合い

という時期的要因が主に作用していることが明

らかとなった。第Ⅱ期から第Ⅲ期において、経済

的要因に分類される限定的な予算配分を要因と

した学校の選定基準の上昇や事後保全型の管理

の問題が指摘された。  

二つの調査を通して、各政策形成段階において

作用する要因が異なることが示された。また、自

治体の政策形成過程における首長の影響力の差

異により、第Ⅰ期から第Ⅱ期におけるトイレ改修

政策の形成の促進・阻害要因に違いがみられた。 

 

終章  本研究の成果と課題  

本研究の成果として、以下の二点が挙げられる。

一つ目は、改修の必要性が認識されているが、改

修が進まない状況にある学校トイレに対して、政

策形成過程の視点から、政策形成過程各段階にお

ける促進・阻害要因を体系的に捉える枠組みを設

定したことである。二つ目は、設定した分析枠組

みを用いて、各自治体の調査結果の分析を行った

ことで、より具体性を持ったトイレ改修の課題を

明らかにしたことである。  

本研究の課題は、政策形成の構造によって自治

体ごとに違いが見受けられたものの、形成構造を

分類したうえでの要因分析モデルの構築に至ら

なかったこと、そして、量的調査による一般化さ

れた要因の抽出ができなかったことにある。筆者

によって設定された分析枠組みを以て、量的調査

を行い、政策形成構造の類型ごとのトイレ改修促

進・阻害要因の分析を行うことによって、より一

般化された結果が得られると考えられる。  
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【概要】 

 
序章  本研究の目的と方法  

近年、学校と地域が連携し、学校外の資源を積

極的に活用しようとする機運が高まりを見せて

いる。今日では、教員養成課程を履修している学

生のみならず、多様な大学生による学校支援ボラ

ンティア（以下、「学生ボランティア」と表記）

の活動が広まりを見せているが、一方で、多様化

が進むことと同時に現行の制度では解決できな

い学生ボランティア活用における課題が明らか

になってきた。  

先行研究では、学生ボランティアを送り出す大

学側の支援体制の不十分さが指摘され、その支援

体制の充実を提起している。ただし、どういった

点で「不十分」であるかは整理がなされていない。

本研究では、学生ボランティア数において量的拡

大を果たしている福岡市の事例分析を通して、な

おもどういった点に支援体制の「不十分」さがあ

るとされるのかを検討し、学生ボランティアを活

用するにあたっての大学側の現状と課題を明ら

かにすることを目的とする。    

第一章、第二章では、主に中央教育審議会答申

や先行研究等の整理を行う文献調査を、第三章で

は、アンケート調査及びインタビュー調査を行い、

それらを通じ得られた知見をもとに、研究を行っ

た。  

 

第一章  学校支援ボランティアの導入の経緯 

本章では、制度導入の経緯から現在までを、文

部科学省による資料や先行研究をもとに整理し

た。先行研究の検討を通じ、学校支援ボランティ

アの互恵的な関係構築の重要性が強調され始め

たことを明示した。  

学校の抱える課題が複雑さを増すとされる中、

学校と地域が連携することは、学校教育の量的補

完のみならず、地域社会全体の教育力の向上や、

生涯学習社会の実現につながることからも、その

必要性が高まってきている。学校支援ボランティ

アは量的拡大の方法を模索しながら、研究上では

その活動の継続に必要な要因を探究する流れへ

とシフトしていった。具体的には、ボランティア

において「活動する」側・「活動の場を提供する」

側の相互に、互恵的な関係性を構築していくこと

が、活動の継続にとって重要であるとの指摘がな

されるようになっていった。以上を先行研究の整

理から見出した。  

 

第二章  学校支援ボランティアの近年の動

向と課題  

 本章では、特に学生ボランティアの近年の動向

と課題を概観し、どういった場面で活用されてき

たのかに関する実態と、学生ボランティアを活用

する上での課題とされる部分について整理・考察

を行った。  

保護者や地域住民が担い手の中心として始ま

った学校支援ボランティアは、現在、その担い手

として大学生も関わるようになった。ただし、教

職課程以外の学生が関わることもある等、一定の

多様性が見られるものの、学校支援ボランティア

数に占める学生の参加の割合は多くはない。学生

ボランティア活動が多様化しながらも、量的拡大

が十分に果たされていない中、研究上では、互恵

的な関係性を構築する上での大学側の果たすべ

き役割が強調されるようになっていった。  

 

第三章  大学生による学校支援ボランティ

アの新たなかたち―福岡市を事例に― 

 本章では、福岡市学生サポーター制度（以下、
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「学生サポーター制度」と表記）を研究の対象と

した。本制度下では、学生ボランティア数におけ

る一定の量的拡大を果たしており、その増加要因

の検討と、大学側による活動支援の実態や課題を

明らかにし、どういった点に「不十分」さを抱え

ているのかを考察した。分析には、学生サポータ

ー制度を運用する 15 大学の担当者へ送付したア

ンケート調査（ 2013 年 11 月 19 日発送、回収数

13/15、回収率 87.6％）と、福岡市教育委員会担

当者へのインタビュー調査（ 2013 年 8 月 16 日実

施）結果を用いた。  

分析の結果、派遣人数と関連するのは単位認定

の有無ではなく、大学側の関わり方であることを

示した。アンケートの返送があった 13 大学を「 1.

窓口としての役割のみを果たす大学」、「 2.事前指

導まで実施する大学」、「 3.活動期間を通じてサポ

ートする大学」の 3 つに分類し、選択肢毎に各大

学で「実際に活動を行った学生数」とのクロス集

計を行ったところ、「 3.活動期間を通じてサポー

トをする大学」ほど、活動学生が多いことが示さ

れた。さらに、過年度に活動を行った学生の体験

談を聞くことのできる場や報告書の存在が活動

への参加を決定する要因として重視されている

ことを明示した。このことから、大学側によるサ

ポートがなされているほど、学生が活動へ参加す

るにあたってのハードルを下げ、活動への参加を

可能にしやすくさせていることを示した。一方、

学生サポーターの受け入れを希望する福岡市立

学校から提出される受入れプランが十分に活用

されておらず、学生は学校側からの情報提供を十

分に活用できていない。そのため、活動校を選定

する際、学生は、特定の受け入れ先の学校しか選

択肢として考慮していないことが課題として確

認された。  

本制度に関係する諸機関の各担当者が感じて

いた課題意識をアンケート調査及びインタビュ

ー調査を通じ明らかにしたこと、大学側の支援体

制の「不十分」な点を指摘し、大学側に過度な負

担を求めるのではなく、本制度に関係する諸機関

が取り組むべき課題を明確にした点に、本研究の

オリジナリティがある。福岡市の事例から、教育

委員会には学生ボランティアの主体性を喚起で

きるような活動校に関する魅力ある情報の提供

が、大学側には活動期間を通じたサポート体制の

構築・強化が、それぞれ求められていると考えら

れる。  

 

終章   本研究の成果と課題  

先行研究では、学生ボランティアを送り出

す側によるサポートの「不十分」さが課題として

指摘されていたが、本研究を通じ、学校支援ボラ

ンティアを活用している事例を検討する中で、そ

うした課題に対し、大学の果たす役割に注目する

ことで、解決の糸口となる可能性を見出すことが

出来るのではないかと考えた。活動に際しての充

実したサポート体制を構築・強化することで、ボ

ランティア数の量的拡大や、学生に対しての教育

機会の拡充につながることが期待され、そうした

点で、ボランティアを送り出す側として、大学は

一つのモデルケースになりうることが示唆され

た。  

本研究で得られた成果は、福岡市の事例検討を

通じ、学生ボランティアが充実した活動を送るた

めには、大学と教育委員会、大学と活動学生、活

動学生と学校といった多層的関係を考慮しなけ

ればならないことを明らかにしたことである。一

方、本論文の執筆を通して、教育行政や大学等の

ボランティアに対する認識は多義的であり、それ

ゆえ学生ボランティアへのニーズも様々である

ことを痛感した。本研究の対象は関係機関のみに

とどまり、活動主体である学生のニーズや実態ま

でを分析の対象とはできていない。その点は課題

であり、ボランティア活用に関わる制度について、

今後も考えていきたい。  
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